
交通事業者 各位

沖縄県企画部交通政策課陸上交通班

沖縄県交通事業者安全・安心確保支援事業補助金について

平素より沖縄県交通行政にご理解・ご協力を賜り誠に感謝申し上げます。

さて、県では、昨今の燃油高騰において経営状況が悪化している交通事業者に対し、

予算の範囲内で補助金を交付することとしております。

つきましては、本補助金に係る資料等を送付いたしますので、ご確認のうえ、補助

金申請の検討のほど、よろしくお願いします。

※補助要件の一部を緩和しました。これまで「燃料費率の増加」が要件となっていまし

たが、「燃料費率の増加」と「経常損益額の減少」のいずれかに該当すれば要件を満

たすよう緩和しています。詳しくは申請受付要領をご確認下さい。

※本補助金の申請説明会の動画を、沖縄県トラック協会の HP にて令和５年 11 月 13 日
（月）から配信いたします。説明会資料もあわせて HP に掲載しますのでご確認願い
ます。

沖縄県トラック協会 HP ： http://okitora.or.jp/

添付資料

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・申請受付要領 １

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・電子申請記載例 ７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・紙申請記載例 29

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・添付資料例 32

（添付資料は、燃料費、売上高または経常損益、台数がわかるものです。）



沖縄県交通事業者安全・安心確保支援
事業補助金（貨物自動車運送事業者）

【 申請受付要領 】

対象者

申請受付期間

令和５年10月20日（金）～11月30日（木）

ただし、電子申請の場合は23:59まで、郵送の場合は消印有効

申請方法

電子申請であれば、以下のURLまたはQRコードからお申込み下さい。

電子及び紙文書による申請

県内に住所・本店を有し、以下の要件を全て満たす事業者が対象となります。

①貨物自動車運送事業法に基づく貨物自動車運送事業を行っている者

②新型コロナウイルス感染症流行前における燃油高騰前(令和元年度）と現在と比較し、売
上高に占める燃料費率が増加している事業者または経常損益額が減少している事業者

③対象期間中の燃料費（令和４年４月～令和５年９月のうち申請時の月平均額）が１万円以
上の事業者

※なお、燃料高騰が始まった令和４年１月以降に開業した事業者は補助対象外とします。

第１期＋第２期

https://apply.e-tumo.jp/pref-okinawa-u/offer/offerList_detail?tempSeq=3417

第３期

https://apply.e-tumo.jp/pref-okinawa-u/offer/offerList_detail?tempSeq=3418

下の二次元バーコードからもアクセスいただけます。

紙申請であれば、以下の「沖縄県交通事業者安心・安全確保支援事業HP」から必要書類

をダウンロードし、申請してください。

https://www.pref.okinawa.jp/site/kikaku/kotsu/rikujo/r4hojyokinn.html

第１期＋第２期 第３期

下記対象者の②について、これまで「燃料費率の増加」が要件となっていましたが、

「燃料費率の増加」と「経常損益額の減少」のいずれかに該当すれば要件を満たすよう緩

和しています。

※第１期、第２期、第３期の要件を同様に緩和しています。

※他の要件（下記対象者の①、③）は、これまで同様満たす必要があります。

※補助要件の緩和
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1.支援金の目的

3.給付要件

4.補助額

コロナ禍において、原油価格・物価高騰等の影響を強く受けた交通事業者に対し、運

行継続を支援するため、予算の範囲内において「沖縄県交通事業者安全・安心確保支援

事業補助金（以下「県補助金」という。）」を給付します。

次のすべての要件を満たす事業者が、県支援金の給付対象となります。

❶ 令和４年４月１日から令和５年９月30日までの間、貨物自動車運送事業法

に基づく貨物自動車運送事業を継続していること。

❷ 沖縄県内に住所を有する個人事業者又は沖縄県内に本店を有する法人事業

者であること。

❸ 新型コロナウイルス感染症流行前における燃油高騰前(令和元年度）と現在
と比較し、売上高に占める燃料費率が増加している事業者または経常損
益額が減少している事業者

❹ 対象期間中の燃料費（令和４年４月～令和５年９月のうち申請時の月平均
額）が、一台当たり１万円以上の事業者

※なお、燃料高騰が始まった令和４年１月以降に開業した事業者は補助対象外とします。

補助額は、①補助対象経費と②基準額のうち、低い額となります。補助対象経費及び

基準額の算定式は次に掲げるとおりとします。

【補助額の算定式】

補助事業者 ①補助対象経費 ②基準額 補助額

貨物自動車運
送事業を行っ
ている者（た
だし、上記対
象者に記載さ
れている要件
を満たすこと
が必要で
す。）

A-B
A：対象期間の燃料費
B：対象期間の燃料費を燃料
高騰比率(115.7%)で除した
額(A/115.7%)

１台当たりの燃料高騰相当
額 57,000円×事業者保有
台数※
※事業者保有台数とは、貨
物自動車運送事業法に基づ
く認可等を受けた車両に限
る。

①、②
のうち
少ない
額

❶ 第１期

2.補助対象期間

❶ 第１期：令和４年４月～９月
❷ 第２期：令和４年10月～令和５年３月
❸ 第３期：令和５年４月～９月
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❸ 第３期

補助事業者 ①補助対象経費 ②基準額 補助額

貨物自動車運
送事業を行っ
ている者（た
だし、上記対
象者に記載さ
れている要件
を満たすこと
が必要で
す。）

A-B
A：対象期間の燃料費
B：対象期間の燃料費を燃料
高騰比率(112.2%)で除した
額(A/112.2%)

１台当たりの燃料高騰相当
額 44,000円×事業者保有
台数※
※事業者保有台数とは、貨
物自動車運送事業法に基づ
く認可等を受けた車両に限
る。

①、②
のうち
低い額

❷ 第２期

補助事業者 ①補助対象経費 ②基準額 補助額

貨物自動車運
送事業を行っ
ている者（た
だし、上記対
象者に記載さ
れている要件
を満たすこと
が必要で
す。）

A-B
A：対象期間の燃料費
B：対象期間の燃料費を燃料
高騰比率(115.7%)で除した
額(A/115.7%)

１台当たりの燃料高騰相当
額 57,000円×事業者保有
台数※
※事業者保有台数とは、貨
物自動車運送事業法に基づ
く認可等を受けた車両に限
る。

①、②
のうち
少ない
額

5.支払手続きの流れ及び給付方法

❶事業者→県交通政策課 交付申請書提出(令和5年10月20日～令和5年11月30日)
添付資料：
・燃料費の月毎の使用計画（実績）書（任意様式）
・売上高の月毎の使用計画（実績）書（任意様式）

または
経常損益額が分かる資料（例：国に毎年提出する
一般貨物自動車運送事業損益明細表（第２号様式）

・口座振込用の通帳の表紙(写し・表面・裏面）
・保有台数がわかる資料等

❷県交通政策課→事業者 審査後、交付決定及び額の確定通知書及び請求書送付
※審査により、修正等県より指示があった場合は、速やか
に対応してください。指示があった翌日から１ヶ月以内
若しくは３回以内のやりとりで終了しない場合は、特段
の事情がない限り不給付になりますので、ご留意くださ
い。

❸事業者→県交通政策課 請求書（代表者印押印）を郵送にて提出
❹県交通政策課→事業者 補助金の給付 ※給付方法は、口座振込となります。

3



3

6.申請方法

❶申請方法：電子申請及び紙文書による申請
※原則、電子申請により申請してください。例外として、電子申請を行える環境にない（スマートフォ
ン等の端末機をもっていない)、若しくは、操作の仕方がよくわからないという事業者に対し、紙文
書による申請を受け付けます。

１）電子申請の場合

①申請方法：下記のQRコードを読み取るか、次のURLを入力し、

電子申請ページへ移行してください。

Ｗｅｂサイトアドレス（URL）
第１期＋第２期
https://apply.e-tumo.jp/pref-okinawa-u/offer/offerList_detail?tempSeq=3417

第３期
https://apply.e-tumo.jp/pref-okinawa-u/offer/offerList_detail?tempSeq=3418

下の二次元バーコードからもアクセスいただけます。

紙文書による申請は、支給までに数ヶ月時間を要しますので、あらかじめご了承ください。

②迷惑メール設定をされている方は、必ず次の３つのドメインからのメールを受信できるよう設定
してください。なお、メール受信設定の操作方法については、事務局では対応できませんのでご
了承ください。

⑴ info@
⑵ @pref.okinawa.lg.jp
⑶ @s-kantan-mail.bizplat.asp.lgwan.jp

２）紙文書による申請の場合

①申請方法：次のURLを入力し、ホームページへ移行し、様式をダウンロードし、所定事項

を記載してください。

紙文書による申請は、給付までに数ヶ月を要しますのであらかじめご了承く

ださい。

沖縄県交通事業者安全・安心確保支援事業補助金ホームページ(URL)

https://www.pref.okinawa.jp/site/kikaku/kotsu/rikujo/r4hojyokinn.html

②紙文書による申請は、郵送のみ受け付けます。FAX等では受け付けませんのでご了

承ください。

③紙文書による申請において、資料確認等のため、電話番号及びE-mailアドレスは

必ず記載してください。迷惑メール設定されている方は、電子申請と同様の作業

を行ってください。

第１期＋第２期 第３期
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❶ 申請内容に確認を要する点がある場合や不備がある場合は、個別にメールまたは電話で
ご連絡します。確認の連絡後や電話が不通で、１か月以上経過しても応答がない又は不
備等が解消されない場合は、県補助金を不給付として取り扱うことがあります。

❷ 県補助金の支出事務の円滑・確実な実行を図るため、沖縄県は、必要な検査、報告又は

是正のための措置を求めることがあります。

❸ 県補助金の申請情報については、類似の支援事業等で活用する場合があります。予めご

了承ください。

❹ 申請書等を郵送する場合は、郵便番号、住所に加え、必ず「７階 交通政策課」と記載
するようお願いします。

❺ 請求書には、必ず代表者印を押印していただきますようお願いします。

❻ 予算に限りがあります。先に審査の通った事業者から給付し、予算がなくなり次第本事

業を終了する場合もありますので、早めの申請をお願いします。

虚偽申請及び不正受給への対応について

申請書の審査段階及び一般からの各種情報提供等により、虚偽申請・不正受給が疑われる
事業者については、県警と適宜情報共有し、補助金を不正受給した事実が判明した場合は、
受給した補助金全額を返還していただくなど厳正に対処します。

安易な考えで虚偽申請を行うことは重大な結果を招くことになりますので、対象となる事
業者でないにもかかわらず対象事業者を装い申請するなど、虚偽の申請は絶対に行わないよ
うご注意ください。

8.留意事項

7.問い合わせ及び送付先

事務局：沖縄県企画部交通政策課陸上交通班

(交通事業者安全・安心確保支援事業担当)

電話 ： ０９８-８６６-２０４５

Ｅメール：aa015500@pref.okinawa.lg.jp

住所：〒900-8570 那覇市泉崎1-2-2(７階 交通政策課）

運営期間：令和５年10月20日（金）～１1月30日（木） 9：00～17：00

（月～金 平日のみ）

❷ 受付期間：令和５年10月20日（金）～ 11月30日（木）

❸ 通知等

申請内容を審査した結果、県補助金の給付要件を満たすと認められるときは、交付決定

通知書等を送付しますので、同封された請求書に押印のうえ、事務局に送付していただきま

すようお願いします。指定の口座に補助金を振り込みます。（申請に使用した口座をご確認

ください。）

県補助金の給付要件を満たさないと認められるときはメ－ル等により事由を付して不給付

の旨、通知します。
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9.その他

❶ 市町村においても、対象事業者に対する支援を行っている可能性がありますので、詳し
くは最寄りの市町村にお問い合わせください。

❷ 保有台数においては、第１期は令和４年９月30日時点、第２期は令和５年３月31日時点、

第３期は令和５年９月30日時点で認可等を受けている台数を記載してください。
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申請方法

【申請ページにおける注意事項】

１．Enterキーを押すと、申請の入力が終了したとみなされてしまいます。

データの入力が完了したら、マウスによるクリック等により次の項目まで進んでいただ

くようお願いいたします。

２．申請ページですが、180分程でタイムアウトします。入力作業を一時終了する場合や

180分以上間をおいてデータを入力する場合、もしくは180分以上時間をかけてデータを入

力する場合は、一時保存をご利用ください。

３．一時保存の手順は一時保存手順シートに記載しておりますので、ご参照ください。

４．貨物自動運送事業に関係する燃料費・売上のみご記入ください。

燃料費のみが補助対象であるため、洗車代や車検代といったものは対象外です。

また、社用車など、貨物自動運送事業以外に利用している車両の燃料費も対象外となり

ます。

【申請完了時の注意点】

・補助金の振り込み(手続き完了)まで約３か月程かかります。

・申請受理の通知が届いても、提出書類の修正が必要な場合があります。

その際は、別途メールや電話でご連絡します。

・申請に修正が無く、補助金の額が決定しましたら、次の手続きについてご連絡いたしま

す。

2023年10月20日 00時 00分 ～ 2023年12月1日 00時 00分

電子申請記入例
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申請方法

2023年10月20日 00時 00分 ～ 2023年12月1日 00時 00分

受付期間は 2023年10月20日 00時 00分 ～ 2023年12月1日 00時 00分です。
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申請方法

沖縄県とのやり取りに使用するメールアドレ
スを入力してください。迷惑メール対策等を
行っている場合は県からのメールが受信可能
なよう設定を変更してください。

完了するボタンをクリックすると入力したメー
ルアドレスに申請画面のURLが送られます。

送られてくるメールです。

URLをクリックすると、申請画面へアクセスす
ることができます。
アクセスできない場合はURLをコピーし、ブラ
ウザのアドレスバーへ貼り付けてください。
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申請方法

該当する業種をメニューから選択
してください。
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申請方法

郵便番号による住所検索では丁目は
自動で入力されません。丁目がある
場合は丁目を手入力してください。

沖縄県とのやり取りに使用する
メールアドレスを入力してくだ
さい。

第３期(R5.4～9)申請画面では、第１～２期(R4.4

～R5.3)の入力欄 は表示されません。

住所、番地および建物名の数字は
全角の算用数字（１,２,３・・）
を入力してください。

B/台数が６万円以上であれば、☑を入れます。
L：保有台数の入力箇所は１３ページにあります。

B'/台数が６万円以上であれば、☑を入れます。
L'：保有台数の入力箇所は１３ページにあります。
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申請方法

F'>E'となっている。

F>Eとなっていれば、☑を入れます。
下半期もF'>E'となっていれば☑を入れます。

①経営損益額が減少している場合は、１に☑をいれてください。次の売上高入力を省略できます。
②減少していない場合や、不明な場合は２に☑をいれ、次の売上高を入力してください。
③バス・タクシー事業者は、触らずに進んでください。※最初から「３」に☑が入っているので問題ありません。

今回変更された、貨物自動車運送事業の補助要件緩和の箇所になります。
経営損益額で申請する場合は、令和元年度と令和４年度の経常損益額を入力してください。
額が不明な場合や、「燃料費率の増加」で申請する場合は「0」のままにしてください。
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申請方法

乗合バス・タクシー事業者と貨物自動車運送事業
者の燃料費を入力する箇所は異なります。
冒頭で業種を正しく選択していれば、自動的に該
当箇所にしか入力できないようになっております
が、ご注意ください。

下記申請期間別の基準日に沿って
保有台数を入力してください。

第一期(上半期)：R4.4.1～R4.9.30

基準日：R4.9.30

第二期(下半期)：R4.10.1～R5.3.31

基準日：R5.3.31

第三期：R5.4.1～R5.9.30
基準日：R5.9.30
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申請方法

添付ファイルボタンをクリックすると、ファイルを
選択する画面に遷移します。

口座名義人および口座名義人（フリガナ）は
通帳に記載のとおり入力してください。
※全角の大文字のカタカナ表示
（リュウキュウではなくリユウキユウと記載
されている場合は、リユウキユウと入力して

金融機関名の一部を入力して絞り込み
検索を行うと、下の欄に金融機関名が
表示されます。欄に表示されたものを
クリックすることにより、選択したこ
とになります。
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申請方法

ファイルの選択ボタンをクリックし、パソコンの
中のデータを選択後、開くボタンをクリックする
ことでファイルを選択できます。

添付するボタンをクリックするとファイルが添付されます。
添付結果にファイル名が表示されていることを確認してくだ
さい。

入力へ戻るボタンをクリック
します。
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申請方法

同様の操作で資料を添付していきます。
添付して頂くファイルですが、画像が不鮮
明あるいはスキャンの設定ミスによりデー
タが見切れていると、添付ファイルにて燃
料費、売上高、銀行口座情報および保有台
数が確認できないため、審査が出来ず修正
のためにお手数をおかけする場合がありま
す。
すべての情報が確認できる資料の添付をお
願いします。

入力が終了したら、確認へ進む
ボタンをクリックします。

入力中のデータを一時保存・読み込みする方法は
２７ページから２８ページに記載しています。
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申請方法

申込むボタンをクリックすると、申し込みが完了し
ます。ここまでの操作を受付期間内（2023年11月
30日23時59分まで）に完了してください。

申し込みが完了すると、整理番号とパスワードが発行されたことを
示すメッセージが表示されます。OKボタンをクリックし、整理番号、
パスワードを確認してください。この整理番号とパスワードはメー
ルでも送信されます。メモをとる、送信されたメールを保存するな
ど、後で確認できるようにしておいてください。
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申請方法

申請が完了した際に届くメールです。
整理番号とパスワードは申込内容照会（申込内容の修正を
行うなど）の際に必要となります。
本メールは削除しないよう大切に保管してください。
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入力不備
※１５ページからの続き

添付されていない資料がある場合、
このように赤くメッセージが表示
されます。該当資料を添付してく
ださい。

必須資料未添付または必須項目未入力の場
合、入力不備の項目があることを示すメッ
セージが表示されます。
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入力不備

記入されていないデータがある場合、
このように赤くメッセージが表示さ
れます。該当箇所データを入力して
ください。

入力不備の項目の修正が終わりましたら１９ページの確認へ進むボタンク
リックから１８ページまでの処理を行ってください。
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修正・再提出

メールに記載されているURLクリック
すると、申込内容照会画面へアクセス
することができます。

申請書と添付資料に差があった場合、このようなメールが送信されます。
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修正・再提出

通知メールの例

上記のメールが申請時に入力したメールアドレスに

送信されています。（ 18ページ参照）
受信したメールに記載されている整理番号とパス
ワードを入力し、照会するボタンをクリックします。
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修正・再提出

修正依頼メールの記載例

修正依頼メールに記載の内容と申請内容を確認の
うえ、修正を行ってください。添付資料が誤って
いた場合は、不要となった添付ファイルを削除し
正しい資料を添付してください。添付資料を追加
する場合は、そのまま必要な資料を添付してくだ
さい。
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修正・再提出

修正した箇所は、文字が青く
表示されます。
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修正・再提出

修正後の処理状況が確認できます。
修正した箇所は、文字が青く表示され
ます。
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修正・再提出

初回申請時にメール送信された整理番号と
パスワードは修正申請を行っても変更され
ないため、申込内容変更受付メールへは記
載されません。
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一時保存・読込手順

申請データの下部に入力中のデータを一時保
存・読み込みする項目があります。ここから、
データの保存、読み込みを行います。
保存したデータは、申請者のパソコンに保存さ
れるので、申請者の責任で管理をお願いします。

入力中のデータを保存するボタンをクリックす
ると、.xmlファイルがダウンロードされます。
ファイル名は西暦年月日_時分秒の8桁_6桁の数
字になります。（ファイルの中身は人間が読め
るものではないので、このファイルを見ること
で入力内容を確認することはできません。）
データの保存はこれで完了です。

保存データの読み込みボタンをクリックし、
保存したデータを申請画面に反映させます。

ファイルの選択ボタンをクリックすると、申請者の
パソコンのフォルダが表示されます。入力中のデー
タを保存するでダウンロードした申請データ（.xml
ファイル）を選択します。

開くボタンをクリック
すると選択できます。
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一時保存・読込手順

選択したファイルが正しい
か確認し、読込むボタンを
クリックしてください。

入力へ戻るボタンをクリックする
と、保存したデータが反映された
申請画面が表示されます。
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紙申請記載例

令和 年 月 日

本補助金の申請にあたり、次の全ての事項について宣誓します。□に✓を入れてください。
☑１ 下記の記載に対し、誤りがないこと。
☑２ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が沖縄県暴力団排除

条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員に該当せず、
かつ、将来にわたっても該当しないこと、また、上記の暴力団及び暴力団員が、
申請事業者の経営に事実上参画していないこと。

☑３ 本補助金の給付を受けた後においても事業を継続する意思があること。
☑４ 本申請の内容に虚偽等が判明した場合は、本補助金の返還等に応じます。

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

代表者名 役職

申請金額        

１．燃料費 ※貨物自動車運送事業者は全て記入。乗合バス・タクシーはR4のみ記入 (単位:円)

 

R4
4月 5月 6月 7月

390,123 390,123 312,345 323,456

１）第１期

H31(R1)
4月 5月 6月 7月 8月 9月 A：合計

298,765 287,654 276,543 390,123 254,321 390,112 1,897,518

様式第１号（第５条関係）

沖縄県知事 殿

沖縄県交通事業者安全・安心確保支援事業補助金
交付申請書

認定等登録番号(任意) 業種 貨物自動車運送事業者

E-mail koutsu-shien@pref.okinawa.lg.jp

テストカモツウンソウカブシキガイシャ

オキナワ タロウ

沖縄 太郎 代表取締役社長

住 所 沖縄県那覇市泉崎１丁目２－２

法人名・屋号 テスト貨物運送株式会社

電話番号 0988662045

511,000 円（※３ページ目のN'(第１期受給済者）及びN+N'(未受給者）を転記）

1,961,725
B/保有台数

392,345
B/保有台数≧６万円なら２へ

１／３

8月 9月 B：合計
200,000 345,678

エクセルの様式を使用する場合、
灰色のセルは計算式が入力され
ているため、自動計算されます。
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紙申請記載例

 

２．売上高 ※貨物自動車運送事業者のみ記入。乗合バス・タクシーは記入不要 (単位:円)

３．売上高に占める燃料費割合 ※貨物自動車運送事業者のみ記入。乗合バス・タクシーは記入不要

(単位:％)

Ｆ＞Ｅ，Ｆ’＞Ｅ’又は

Ｏ＞Ｐであれば４へ

４．補助対象経費 (単位:％、円)

8,100,000

7,800,000

H'-I'
115.7% 1,993,265 1,722,787 270,478

２／３

115.7% 1,783,386 1,541,388 241,998

２）第２期

G': 燃 料 高 騰 率 (%)
H'：R4燃料費税抜額

I'=H'/G'
J':補助対象経費

B'/1.1

G: 燃 料 高 騰 率 (%)
H：R4燃料費税抜額

I=H/G
J:補助対象経費

B/1.1 H-I

F=B/D 25.2% F'=B'/D' 23.8%

１）第１期

O：H31(R1) 3,650,000
P：R4 2,890,000

１）第１期 ２）第２期
E=A/C 23.4% E'=A'/C' 23.2%

３月 D'：合計
1,400,000 1,500,000 1,100,000 1,700,000 1,800,000 1,700,000 9,200,000

R4
10月 11月 12月 R5.１月 ２月

２月 ３月 C'：合計
1,700,000 1,800,000 1,900,000 1,000,000 1,100,000 1,200,000 8,700,000

9月 D：合計
1,200,000 1,100,000 1,900,000 1,100,000 1,200,000 1,300,000

R4
4月 5月 6月 7月 8月

R4
10月 11月 12月 R5.１月

２）第２期

H31(R1)
10月 11月 12月 R2.１月

1,100,000 1,200,000 1,300,000 1,400,000

367,890 378,901 389,012

1,500,000 1,600,000

B’/保有台数
438,518

B’/保有台数≧６万円なら２へ

１）第１期

H31(R1)
4月 5月 6月 7月 8月

2,192,591

9月 C：合計

２月

２月 ３月 A’：合計
350,597 321,019 310,912 353,123 290,123 389,012 2,014,786

３月 B’：合計
356,789

２）第２期

H31(R1)
10月 11月 12月 R2.１月

390,123 309,876

3-1.   経常損益額 (単位：円)

「燃料費率の増加」を満たす場合、2.売上高、3.売上高に占める
燃料費割合の入力が必要です。
※その場合、3-1.経常損益額は入力不要です。

「経常損益額の減少」を満
たす場合、3-1経常損益額
の入力が必要です。
※その場合、2.売上高、3.
売上高に占める燃料費割合
は入力不要です。
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紙申請記載例
５．基準額 (単位:円、台)

L:保有台数

L':保有台数

６．補助額（千円未満切り捨て） (単位:円)

７．口座情報

８．留意事項
 ※     その他提出資料
  ・ 申請時に記載した月ごとの燃料費がわかる資料
   （確定申告資料、事業実績報告書、その他既存の管理資料など）
  ・ 申請時に記載した月ごとの売上高がわかる資料
   （確定申告資料、事業実績報告書、その他既存の管理資料など）
   ※貨物自動車運送事業者のみ提出（乗合バス・タクシー事業者は不要）
        ・ 振込先口座の通帳の写し（表面・裏面）
   ※銀行名、支店名、店番、口座番号、口座名義、名義フリガナが確認できること
  ・ 保有台数がわかる資料（例：輸送実績報告書など）
   ※保有台数とは、国から認可等を受けた車両数

３／３

フ リ ガ ナ テストカモツウンソウ．カ
金 融 機 関 名
店 番 201 口 座 番 号 0123456

預 金 種 別 ☑ 普通預金 □ 当座預金
口 座 名 義 人 テスト貨物運送株式会社

１）第１期 ２）第２期
N:J、Mを比較して少ない額 N':J'、M'を比較して少ない額

241,000 270,000

２）第２期
K':一台当たりの燃料高騰相当額 M'：基準額＝K'×L'

57,000 5 285,000

１）第１期
K:一台当たりの燃料高騰相当額 M：基準額＝K×L

57,000 5 285,000

支 店 名琉球銀行 テスト支店
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添付資料例

燃料費支出額内訳 （単位：円）

参考資料：請求書を元に作成

・比較対照
平成31年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

１０月 １１月 １２月 R2/１月 ２月 ３月 合計

0

・１期分燃料費
令和４年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １期分合計

0

・２期分燃料費
令和４年１０月 １１月 １２月 R5/１月 ２月 ３月 ２期分合計

0

・３期分燃料費
令和５年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 ３期分合計

0

【記載の注意点】

 ①消費税込みの金額を記載すること。
 （H31.４月から９月→８％、R1.１０月以降 →１０％）
 ②損益計算書上の燃料費を記載すること。
 ③損益計算書を作成していない場合は、給油所の請求書等を元に記載すること。
 なお、請求書等を元に作成する場合は、燃料費以外のオイル・添加剤等は除くこと。

会社名：沖縄県 株式会社

担当者名：沖縄 太郎
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添付資料例

売上額内訳 （単位：円）

参考資料：損益計算書を元に作成

・比較対照
平成31年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

１０月 １１月 １２月 R2/１月 ２月 ３月 合計

0

・１期分売上
令和４年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

・２期分売上
令和４年１０月 １１月 １２月 R5/１月 ２月 ３月 合計

0

・３期分売上
令和５年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

0

【記載の注意点】

 ①消費税込みの金額を記載すること。
 （H31.４月から９月→８％、R1.１０月以降 →１０％）
 ②売上高については、「運送売上」のみ計上することとし、その他の収入は除くこと。
   ※「運送売上」以外の預かり料、手数料等のその他の収入は対象外。
 ③損益計算書上の運送売上を記載すること。

会社名：沖縄県 株式会社

担当者名：沖縄 太郎

 ④損益計算書を作成していない場合は、各社売上を管理している資料を元に
  記載すること。
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（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番）

営 業 外 損 益

経 常 損 益

営業外
費　用

金 融 費 用

そ の 他

合 計

営業外
収　益

金 融 収 益

そ の 他

合 計

管理費 計

合 計

営 業 損 益

一　般 人 件 費

そ の 他

フ ェ リ ー ボ ー ト 利 用 料

そ の 他

計

施 設 賦 課 税

事 故 賠 償 費

道 路 使 用 料

保 険 料

施 設 使 用 料

自 動 車 リ ー ス 料

修 繕 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計

減 価 償 却 費

事 業 用 自 動 車

そ の 他

計

合 計

営
　
　
　
　
業
　
　
　
　
費
　
　
　
　
用

運
　
　
送
　
　
費

人 件 費

燃 料 油 脂 費

ガ ソ リ ン 費

軽 油 費

営
業
収
益

運
送
収
入

貨 物 運 賃

そ の 他

計

運 送 雑 収

そ の 他

計

住 所

事 業 者 名

（単位：千円）

第２号様式
事 業 者 番 号

一般貨物自動車運送事業損益明細表
　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

添付資料例（経常損益額）
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第4号様式（第2条関係）（日本工業規格A列4番）                                  

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

備考 1 . 区分の欄は、該当する事項を○で囲むこと。
2 . 従業員数は、兼営事業がある場合は、主として当該事業に従事している人数及び共通部門に従事している従業員のうち当該事業分
として適正な基準により配分した人数とし、運転者数を含むものとする。

3 . 事業内容については、主なもの三項目以内を○で囲むこと。
4 . 危険物等とは、自動車事故報告規則(昭和26年運輸省令第101号)別記様式の(注)の「積載危険物等」をいう。
5 . 輸送実績については、地方運輸局の管轄区域ごとに、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所に配置されている事業用
自動車の輸送実績（ただし、輸送トン数（利用運送）については、当該地方運輸局の管轄区域内にあるすべての営業所において行っ
た貨物自動車利用運送に係る貨物取扱量）について記載すること。

6 . 交通事故とは、道路交通法(昭和23年法律第105号)第72条第1項の交通事故をいう。

7 . 重大事故とは、自動車事故報告規則第2条の事故をいう。

沖縄

九州

事故件数（前年4月1日から3月31日まで）

交通事故件数 重大事故件数 死者数 負傷者数

全国計

四国

中国

近畿

中部

関東

北陸信越

北海道

東北

輸送実績（前年4月1日から3月31日まで）

延実在車両数
（日車）

延実働車両数
（日車）

走行キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

実車キロ
（ｷﾛﾒｰﾄﾙ）

・ コンクリートミキサー車による生コンクリート輸送
・

その他

・ 危険物等輸送

輸送トン数
営業収入
（千円）

実運送
（トン）

利用運送
（トン）

・ 基準緩和認定車両による長大物品等輸送 ・ 原木、製材輸送

・ 国際海上コンテナ輸送 ・ 引越輸送

事業内容（前年4月1日から3月31日まで）

・ ダンプによる土砂等輸送 ・ 冷凍、冷蔵輸送

運転者数両

事業概況（　　　　　　年3月31日現在）

人

事業者名

代表者名

電話番号

人

区分
一般

特定 事業者番号
特積 利用 霊柩

貨物自動車運送事業実績報告書

住　　所
あて

事業用自動車 従業員数

添付資料例（台数）
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